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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第40期 

第３四半期連結
累計期間 

第41期 
第３四半期連結

累計期間 

第40期 
第３四半期連結

会計期間 

第41期 
第３四半期連結 

会計期間 
第40期 

会計期間 

自平成21年 
１月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
１月１日 

至平成21年 
12月31日 

売上高（千円）  8,304,498  8,522,110  2,665,408  2,445,951  12,611,714

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 34,984  △115,948  30,096  △163,452  214,169

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円） 
 △71,504  53,902  42,499  △94,481  △20,126

純資産額（千円） － －  3,319,026  3,343,478  3,342,600

総資産額（千円） － －  8,108,418  8,003,480  8,383,360

１株当たり純資産額（円） － －  451.32  453.36  454.04

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 

 △9.75  7.37  5.81  △12.92  △2.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  40.7  41.4  39.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 30,137  240,053 － －  △134,322

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △117,584  △39,208 － －  △155,822

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △73,319  163,729 － －  △73,489

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  2,245,894  2,407,600  2,043,026

従業員数（人） － －  286  293  289
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 当社グループは一貫した店舗施設制作事業を内容とする単一事業区分であるため、特定セグメントに区分せ

ず記載しております。  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 293   

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 292      
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(1）制作実績 

 当第３四半期連結会計期間における制作実績を関連部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格で算定しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当社グループは、スーパーマーケット関連部門及びフードシステム関連部門において外部より商品を仕入れてお

りますが、商品仕入時においてはどの部門で販売されるか確定していないため、関連部門ごとの商品仕入実績の記

載は省略しております。 

(3）受注実績 

 当第３四半期連結会計期間における受注実績を関連部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を関連部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ スーパーマーケット関連部門及びフードシステム関連部門の販売高には、制作売上高及び商品売上高を含め

て記載しております。  

 ２ 前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 ３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ４ 当社グループは、食品スーパーマーケットや外食産業の商業施設制作を主な事業としている関係上、業績は

顧客の出店政策や出店計画の季節的変動の影響を受けております。このため、当社グループの売上高は第１

四半期・第３四半期に比べ第２四半期・第４四半期が大きくなり、さらに上半期よりも下半期の売上高が大

きくなる傾向があります。   

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

関連部門の名称 
当第３四半期連結会計期間 

   （自 平成22年７月１日  
     至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

スーパーマーケット関連部門（千円）  1,602,635  89.7

フードシステム関連部門（千円）  888,470  100.2

計  2,491,106  93.2

関連部門の名称 受注高（千円） 
前年同四半期比

（％） 
受注残高（千円） 

前年同四半期比 
（％）  

スーパーマーケット関連部門  1,339,456  82.0  1,738,675  72.1

フードシステム関連部門  732,739  138.6  1,768,670  172.5

計  2,072,195  95.9  3,507,345  102.1

関連部門の名称 
当第３四半期連結会計期間 

   （自 平成22年７月１日  
     至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

スーパーマーケット関連部門（千円）  1,466,010  88.1

フードシステム関連部門（千円）  670,868  100.2

保守メンテナンス部門（千円）  309,073  95.9

計  2,445,951  91.8

  
  

相手先  

前第３四半期連結会計期間 
 （自 平成21年７月１日   

至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
 （自 平成22年７月１日   

至 平成22年９月30日） 

   金額（千円）  割合（％）  金額（千円）  割合（％） 

 株式会社九九プラス  254,295   9.5  389,605   15.9 
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 当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

（1）業績の状況  

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、平成18年から始まった日本経済の内需減速に加え、平成

20年後半は世界経済の急減速から外需部門も大幅な落ち込みとなりました。しかし、平成20年末をもって消費マ

インド及び企業マインドは底入れから改善に転じ、当期においては拡大局面が見込まれております。直近の街角

景気判断DIは平成15年当時に似た局面にあり、若干伸び悩んでいるものの、短期の天井が見込まれる来年の前半

までは上昇基調が続くと見込んでおります。 

当社グループの店舗制作における受注動向は内閣府発表の「街角景気」の指数の家計部門(小売・飲食)と相

関性が見られており、直近は当該部門の現状判断・先行判断指数は頭打ちとなり、前年比は急低下しております

が、平成15年当時にみられたように当面は上昇が続くと考えております。また当社グループの経済環境と相関性

が見られる第３次産業活動指数における飲食店・飲食サービス業活動指数も昨年末を底に回復に転じており、今

後回復が見込まれていることから当社グループを取り巻く経済環境は回復してきております。 

このような経営環境の中、当社グループは、対処すべき課題である「主要マーケットにおける競争力強化と

我々の力を活かせるマーケットを開拓し、どのような環境下においても会社として成長していける基盤を構築す

ること」の実現へ向け活動をして参りました。 

 当第３四半期連結会計期間においては、店舗・食品工場の衛生環境に配慮した業界初の取り組みとして、業務

用冷蔵施設・機器に特殊フィルターによる殺菌機能を標準装備する取り組みを開始致しました。この取り組みは

社会貢献につながる企業努力の一環と位置づけており、業界におけるラックランドのブランドイメージの向上と

もに、顧客との信頼関係のより一層の強化を目指します。また新規に営業所を開設した九州地区においても第一

号案件を売り上げることも出来ました。しかしながら、当第３四半期連結会計期間においては、第４四半期連結

会計期間における大型商業施設案件に向けた実務作業が繁忙だったことに加え、顧客の新規出店及び、改装計画

の動向が第４四半期連結会計期間に偏った事もあり、前年同四半期を下回る結果となりました。 

  以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高24億４千５百万円、営業損失１億６千６百万円、経

常損失１億６千３百万円、四半期純損失９千４百万円となりました。  

 関連部門別の業績は次のとおりであります。 

 《スーパーマーケット関連部門》 

 当社グループのスーパーマーケット関連部門の主要顧客である飲食料品小売業界に属する中堅企業(中堅チェ

ーン企業や複数店舗を有する企業)は平成20年秋のリーマンショック後の可処分所得が伸び悩む中においても、

食料品は内食傾向が強まっていることもあって堅調に推移しております。また賃貸料相場の下降、他業種におけ

る撤退物件の増加、商業ビルの再生案件等により、以前と比較し、出店立地の確保が行いやすくなっている為、

中堅企業を中心に出店意欲は継続しております。 

 このような状況下、継続的に不動産情報を提供すると共に、自社の蓄積した設計力や技術力を駆使したエンジ

ニアリングセールスを積極的に展開し、営業活動を行ってまいりました。また営業、設計、現場管理、メンテナ

ンスという職種の垣根を越えたチームとしての顧客対応力強化に努め、営業活動を行ってまいりました。 

しかしながら、顧客の新規出店及び、改装計画の動向が第４四半期連結会計期間に偏った事もあり、その結

果、当第３四半期連結会計期間の売上高は14億６千６百万円（前年同四半期比11.9％減）となりました。 

  《フードシステム関連部門》 

当社グループのフードシステム関連部門の主要顧客である外食業界の属する中堅チェーン企業は、金融危機

に端を発した100年に一度とも言われる経済危機による消費の冷え込みが進む中、客単価の下落が続き、平成21

年は非常に厳しい経済環境に見舞われました。業態としてもファーストフード業態のみが伸びましたが、その他

業態においては店舗数も減少し、非常に厳しい状態が続きました。しかしながら、第３次産業活動指数における

飲食店・飲食サービス業活動指数が小売業から一年遅れたものの平成21年末を底に回復に転じており、本年度は

年初より回復基調が見られてきております。 

 このような状況下、チェーン企業は環境に合わせた既存業態の見直しとリニューアルを積極的に行っておりま

すが、経済環境が回復途中にあることから、一件当たりのリニューアル単価を抑える傾向が続きました。その

為、従来の飲食事業を営む企業に加え、ウェディング施設やホテルなどの宿泊施設を運営する企業に対する営業

活動も行ってまいりました。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は６億７千万円（前年同四半期比0.2％増）となりました。

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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《営業開発部門》  

 営業開発部門は、大型商業施設における大型建築設備と内装監理業務の受託を目的として、積極的に商業施設

分野に取組んでまいりました。また、近年では大手デベロッパーのパートナーとして商業施設の企画段階からの

提案、事業コンセプトや事業計画の作成支援も行っております。以上のように受注活動を進めてまいりました

が、当第３四半期連結会計期間においては売上を上げることは出来ませんでした。  

《保守メンテナンス部門》 

店舗メンテナンス事業におきましては旧来からの店舗設備の機器メンテナンスを充実させるとともに、旧メ

ンテナンス部を「CS（カスタマー・サティスファクション）サポート部」と名称を変更し、よりお客様の満足を

サポートしていく部署として進化させるために動き出しました。営業部より人員を強化し、独自での営業活動に

も力をいれております。コールセンターに蓄積したお客様のコール履歴、修理履歴をもとにした店舗設備のメン

テナンス提案、内装分野における修繕提案、さらにはお客様にメリットのある省エネ機器や付加価値製品機器の

販売に努めてまいりました。 

しかしながら、この猛暑の中、本年はメンテナンス件数が伸びると予測していましたが、機器自体の性能の

向上により、故障率が低下していることや、保守契約により事前にメンテナンスしていることにより、故障件数

が減少し、その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は３億９百万円（前年同四半期比4.1％減）となりま

した。  

 （2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前第３四半期連結会計期間末に比べ１億６千

１百万円増加し、24億７百万円となりました。 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の減少は３億４千７百万円（前第３四半期連結会計期間は５億８千２百万円の増加）と

なりました。 

当第３四半期連結会計期間の主な資金の減少要因は、早期回収の推進による売上債権の減少及び大型案件に

係る受注手付金の受領による前受金の増加はありましたが、第４四半期連結会計期間で引渡予定の複数の大型案

件に係る仕掛品の発生によるたな卸資産の増加及びコスト削減のための外注委託費等の早期決済の推進による仕

入債務の減少が多額となったこと、並びに税金等調整前四半期純損失であったことであります。 

なお、前第３四半期連結会計期間は税金等調整前四半期純利益であったこと、及び売上債権の回収による減

少や大型案件に係る受注手付金の受領による前受金の増加が多額となり、資金の増加となりました。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は２千５百万円（前第３四半期連結会計期間は３百万円の減少）となりました。 

当第３四半期連結会計期間の主な資金の減少要因は、エアコンレンタル事業に供する業務用エアコン（有形

固定資産）の取得による支出であります。 

なお、前第３四半期連結会計期間は、僅かな設備投資のみであったため、資金の減少額が少額でありまし

た。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の増加は１億９千９百万円（前第３四半期連結会計期間は0.1百万円の減少）となりまし

た。 

当第３四半期連結会計期間の増加の要因は、顧客紹介を受けた金融機関より営業取引上での良好な関係を維

持するために行った短期の借入れによる収入であります。 

なお、前第３四半期連結会計期間は、配当金の支払いのみであります。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動  

該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 前四半期連結会計期間末以前において計画した重要な設備の新設、除却等については、該当事項はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  30,000,000

計  30,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

  普通株式  7,864,000  7,864,000
    東京証券取引所 

    市場第二部 

単元株式数 

100株 

計  7,864,000  7,864,000 ― ― 
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① 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 平成18年３月30日開催の定時株主総会決議 

 （注）１ 当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、付与株式数は当該分割又は併合の比率に応じ比例的に

調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。 

 また、発行日以降、当社が資本金の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本金の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付

与株式数を調整する。 

 ２ 新株予約権の発行日以降、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する

場合(転換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに新株予約権の行使の場合を除く)は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものと

する。 

 また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、行使価額は株式の分割又は併合の

比率に応じ比例的に調整するものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

 さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価

額を調整する。 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 
 （平成22年９月30日） 

新株予約権の数   個 1,050

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―個  

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数   株（注）１ 105,000

新株予約権の行使時の払込金額  １株当たり 円（注）２ 1,082

新株予約権の行使期間 
自 平成20年４月１日 

至 平成25年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格 円 

資本組入額 円 

1,082

541

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の一部行使はできないこととする。 

その他権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

る。  

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― 

  
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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 ② 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

     平成20年３月28日開催の定時株主総会決議 

 （注）１ 新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社

普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、付与

株式数を次の算式により調整する。 

     調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数×株式分割・併合の比率 

 また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与

株式数を調整することができる。 

 なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 ２ 割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合

（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式受渡請求）に基づく自己株式の受渡し、当社普通

株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

  

 なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」は、当社の発行済株式数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に読み替える。 

 また、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式

により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

  
第３四半期会計期間末現在 
 （平成22年９月30日） 

新株予約権の数   個 4,160

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―個  

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数   株（注）１ 416,000

新株予約権の行使時の払込金額  １株当たり 円（注）２ 390

新株予約権の行使期間 
自 平成22年６月１日 

至 平成27年５月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格 円 

資本組入額 円 

390

195

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、当

該新株予約権を行使することができない。 

新株予約権の割当個数の全部又は一部を行使することがで

きる。ただし、１個の新株予約権を、さらに分割して行使

することはできない。 

その他権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

る。  

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― 

  
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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 さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主へ

の配当を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整す

ることができる。 

  

該当事項はありません。   

  

該当事項はありません。 

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年７月１日～

平成22年９月30日  
 －  7,864,000  －  1,524,493  －  1,716,060

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年６月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。  

①【発行済株式】 

（注）１ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式が80株含まれております。 

   ２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、3,300株含まれております。 

     また「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数33個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   553,200
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,309,500  73,095 － 

単元未満株式 普通株式    1,300 － － 

発行済株式総数  7,864,000 － － 

総株主の議決権 －  73,095 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

(自己保有株式)                       

株式会社ラックランド 
東京都新宿区西新宿 

３-18-20 
 553,200  －  553,200  7.03

計 ―  553,200 －  553,200  7.03

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  330  291  280  286  285  290  290  305  318

最低（円）  248  265  265  268  251  257  260  276  287

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,707,600 2,343,026 

受取手形及び売掛金 1,552,253 ※1  2,919,090 

商品 9,149 936 

仕掛品 ※2  590,721 135,832 

原材料及び貯蔵品 64,840 59,593 

その他 214,563 137,735 

貸倒引当金 △13,672 △26,313 

流動資産合計 5,125,456 5,569,901 

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,694,385 1,694,385 

その他 995,034 973,734 

減価償却累計額 △695,030 △668,380 

その他（純額） 300,003 305,353 

有形固定資産合計 1,994,389 1,999,738 

無形固定資産   

その他 27,395 38,990 

無形固定資産合計 27,395 38,990 

投資その他の資産   

その他 1,043,818 1,140,221 

貸倒引当金 △187,579 △365,491 

投資その他の資産合計 856,239 774,729 

固定資産合計 2,878,023 2,813,458 

資産合計 8,003,480 8,383,360 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,890,479 3,488,009 

短期借入金 1,350,000 1,150,000 

未払法人税等 14,027 20,817 

製品保証引当金 2,510 3,090 

賞与引当金 57,877 8,282 

受注損失引当金 ※2  4,444 － 

その他 335,578 365,691 

流動負債合計 4,654,917 5,035,890 

固定負債   

その他 5,085 4,870 

固定負債合計 5,085 4,870 

負債合計 4,660,002 5,040,760 
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,524,493 1,524,493 

資本剰余金 1,716,060 1,716,060 

利益剰余金 579,997 562,648 

自己株式 △473,592 △473,586 

株主資本合計 3,346,959 3,329,616 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △32,601 △10,235 

評価・換算差額等合計 △32,601 △10,235 

新株予約権 29,120 23,219 

純資産合計 3,343,478 3,342,600 

負債純資産合計 8,003,480 8,383,360 
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 ※1  8,304,498 ※1  8,522,110 

売上原価 7,466,854 7,785,183 

売上総利益 837,643 736,926 

販売費及び一般管理費 ※2  819,392 ※2  871,772 

営業利益又は営業損失（△） 18,251 △134,845 

営業外収益   

受取利息 2,195 1,028 

受取配当金 8,414 9,122 

仕入割引 13,354 11,240 

不動産賃貸料 12,387 11,939 

その他 6,373 6,238 

営業外収益合計 42,724 39,569 

営業外費用   

支払利息 12,266 10,473 

不動産賃貸原価 8,057 7,618 

その他 5,667 2,580 

営業外費用合計 25,991 20,672 

経常利益又は経常損失（△） 34,984 △115,948 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 141,862 

その他 － 201 

特別利益合計 － 142,064 

特別損失   

投資有価証券評価損 41,636 18,546 

損害賠償損失 7,259 － 

工事発注損失 － 10,100 

和解金 － 3,500 

その他 504 985 

特別損失合計 49,401 33,131 

税金等調整前四半期純損失（△） △14,417 △7,016 

法人税、住民税及び事業税 7,329 7,642 

法人税等調整額 49,758 △68,561 

法人税等合計 57,087 △60,918 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △71,504 53,902 
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 ※1  2,665,408 ※1  2,445,951 

売上原価 2,371,336 2,291,122 

売上総利益 294,072 154,829 

販売費及び一般管理費 ※2  265,495 ※2  321,031 

営業利益又は営業損失（△） 28,576 △166,202 

営業外収益   

受取利息 722 369 

受取配当金 － 4 

仕入割引 3,931 3,197 

不動産賃貸料 4,027 3,979 

その他 1,728 1,624 

営業外収益合計 10,409 9,176 

営業外費用   

支払利息 4,368 3,586 

不動産賃貸原価 2,674 2,441 

その他 1,848 398 

営業外費用合計 8,890 6,426 

経常利益又は経常損失（△） 30,096 △163,452 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 558 － 

投資有価証券評価損戻入益 － 4,703 

特別利益合計 558 4,703 

特別損失   

投資有価証券評価損 16,550 － 

その他 165 － 

特別損失合計 16,716 － 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

13,938 △158,749 

法人税、住民税及び事業税 2,453 2,682 

法人税等調整額 △31,014 △66,950 

法人税等合計 △28,561 △64,267 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 42,499 △94,481 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △14,417 △7,016 

減価償却費 59,884 49,366 

投資有価証券評価損益（△は益） 41,636 18,546 

損害賠償損失 7,259 － 

賞与引当金の増減額（△は減少） 50,541 49,595 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 23,679 △190,553 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △817 △580 

受注損失引当金の増減額（△は減少） 3,585 4,444 

受取利息及び受取配当金 △10,610 △10,150 

支払利息 12,266 10,473 

売上債権の増減額（△は増加） 327,540 1,336,315 

たな卸資産の増減額（△は増加） △293,740 △467,987 

仕入債務の増減額（△は減少） △442,614 △597,529 

前受金の増減額（△は減少） － 18,995 

その他 257,194 36,170 

小計 21,389 250,090 

利息及び配当金の受取額 10,355 9,474 

利息の支払額 △15,123 △11,576 

法人税等の支払額 △11,679 △10,410 

法人税等の還付額 35,456 3,411 

損害賠償金の支払額 △7,259 － 

支払手数料の支払額 △3,000 △935 

営業活動によるキャッシュ・フロー 30,137 240,053 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △300,000 △300,000 

定期預金の払戻による収入 300,000 300,000 

有形固定資産の取得による支出 △42,505 △26,467 

無形固定資産の取得による支出 △5,432 △2,292 

投資有価証券の取得による支出 △67,377 △4,815 

投資有価証券の売却による収入 － 1,632 

その他 △2,269 △7,265 

投資活動によるキャッシュ・フロー △117,584 △39,208 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 200,000 

自己株式の取得による支出 △35,900 △5 

配当金の支払額 △37,419 △36,265 

財務活動によるキャッシュ・フロー △73,319 163,729 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △160,766 364,574 

現金及び現金同等物の期首残高 2,406,660 2,043,026 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,245,894 ※  2,407,600 
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    当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

     該当事項はありません。 

  

    当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

     該当事項はありません。 

  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 売上高及び売上原価の計上基準の変更  

 制作に係る請負案件の収益の計上基準については、従来、工事完成基準を

適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間

より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した請負案件から、当第３四半

期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる請負案

件（工期がごく短期間のもの等を除く）については工事進行基準（請負案件

の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の請負案件については工事完成

基準を適用しております。 

 なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

 （四半期連結キャッシュ・フロー計算書）  

  前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「前受金

の増減額（△は減少）」は重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することといたしました。

なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「前受金の増減

額（△は減少）」は201,323千円であります。 

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

――――― 

  

  

  

  

※１ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については当

連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当

連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおりであり

ます。   

受取手形       千円2,303

※２ 損失が見込まれる請負案件に係るたな卸資産と受注

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。 

 損失の発生が見込まれる請負案件に係るたな卸資産

のうち、受注損失引当金に対応する額は675千円（う

ち仕掛品675千円）であります。 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく当第３四半期連結会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりであります。  

当座貸越極度額の総額 千円100,000

借入実行残高 千円－

差引額 千円100,000

 ―――――  

  

  

  

  

  

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これら契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。  

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額 
千円1,600,000

借入実行残高 千円500,000

差引額 千円1,100,000

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間

及び第４四半期連結会計期間に、主力部門であるスー

パーマーケット関連部門及びフードシステム関連部門

における物件の受注及び完成引渡が集中することか

ら、四半期連結会計期間の売上高には季節的変動があ

ります。 

※１         同左 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬 57,183千円  

従業員給料及び手当 320,501  

法定福利費  55,037  

賞与引当金繰入額  16,097  

貸倒引当金繰入額 23,679  

製品保証引当金繰入額 255  

役員報酬 68,562千円  

従業員給料及び手当 384,874  

法定福利費  62,415  

賞与引当金繰入額  15,937  

製品保証引当金繰入額 1,665  
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

 ５．株主資本の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間

及び第４四半期連結会計期間に、主力部門であるスー

パーマーケット関連部門及びフードシステム関連部門

における物件の受注及び完成引渡が集中することか

ら、四半期連結会計期間の売上高には季節的変動があ

ります。 

※１         同左 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬  18,905千円  

従業員給料及び手当  101,650  

法定福利費  15,897  

賞与引当金繰入額    13,729  

製品保証引当金繰入額 552  

役員報酬  25,456千円  

従業員給料及び手当  130,093  

法定福利費  23,291  

賞与引当金繰入額    13,639  

貸倒引当金繰入額  21,741  

製品保証引当金繰入額 631  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在） 

  

  （千円）

現金及び預金勘定 2,545,894

預入期間が３か月を超える定期預金   △300,000

現金及び現金同等物 2,245,894

  （千円）

現金及び預金勘定 2,707,600

預入期間が３か月を超える定期預金   △300,000

現金及び現金同等物 2,407,600

（株主資本等関係）

普通株式 7,864千株 

普通株式  553千株 

新株予約権の四半期連結会計期間末残高 親会社  29,120千円 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 36,553 5.00  平成21年12月31日  平成22年３月31日 利益剰余金 
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当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております

が、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

 当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日

至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 当社及び当社の連結子会社は一貫した店舗施設制作を事業内容としており、事業区分が単一セグメントであ

るため、該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日

至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日

至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（リース取引関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 453.36円 １株当たり純資産額 454.04円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 9.75円 １株当たり四半期純利益金額 7.37円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △71,504  53,902

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △71,504  53,902

期中平均株式数（千株）  7,331  7,310

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

――――― ――――― 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 5.81円 １株当たり四半期純損失金額 12.92円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

  
前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  42,499  △94,481

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 42,499  △94,481

期中平均株式数（千株）  7,310  7,310

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

――――― ――――― 
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  該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月12日

株式会社ラックランド 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 中島 茂喜  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 大屋 浩孝  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラック

ランドの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ラックランド及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月11日

株式会社ラックランド 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 中島 茂喜  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 大屋 浩孝  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラック

ランドの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から

平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ラックランド及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




